
   国立大学法人東京学芸大学における研究費補助金等の交付前使用に係る立替に

関する要項について   

 

制定理由：  研究費補助金等に係る研究の円滑な推進と，研究費補助金等の適正な執 

行に資するため，必要な手続き等を定めるものである。 

 

   国立大学法人東京学芸大学における研究費補助金等の交付前使用に係る立替に

関する要項 

 

（ 目的 ）  

第１条  こ の要 項は ，国立大学法人東京学芸大学（ 以下「 本学 」という。）

の職員 等が ，研 究費 補助金 等の 研究 代表 者等と して 研究 等を 遂行す る

場合に ，研 究費 補助 金等を 受領 する 日ま で（以 下「 交付 前 」という 。）

の間， 当該 研究 等の 実施に 必要 な資 金を 本学が 一時 的に 立替 え て支 払

いする こと がで きる ものと し ， これ に関 する必 要な 事項 を定 め ，も っ

て当該 研究 等の 円滑 な推進 と 研 究費 補助 金等の 適正 な執 行に 資する こ

とを目 的と する 。  

（定義 ）  

第２条  こ の要 項に おいて 「研 究費 補助 金等」 とは ，研 究者 個人又 は本

学が申 請し 交付 を受 ける競 争的 資金 等を いう。  

２  こ の要 項に おい て「研 究代 表者 等」 とは ， 前項 に掲 げる 研究費 補助

金等に より 研究 を実 施する 研究 代表 者及 び他の 研究 機関 の研 究代表 者

から研 究費 補助 金等 の配分 を受 け て ，研 究を行 う研 究分 担者 をいう 。  

３  こ の要 項に おい て「部 局長 」と は ， 事務局 ，各 学系 ，附 属図書 館，

環境教 育研 究セ ンタ ー，教育 実践 研究支 援セン ター ，留学生 センタ ー，

国際教 育セ ンタ ー ， 教員養 成カ リキ ュラ ム開発 研究 セン ター ，保健 管

理セン ター ，情 報処 理セン ター ，大 学院 連合学 校教 育学 研究 科及び 各

附属学 校の 長を いう 。  

（立替 の財 源及 び限 度額 ）  

第３条  立 替の 財源 は，本 学の 余裕 金を 充てる 。  

２  立 替に よっ て， 支払い でき る限 度額 は，当 該研 究費 補助 金等の 交付

内定額 とす る。  

（立替 を受 ける こと のでき る研 究代 表者 等の範 囲 ）  

第４条  立 替を 受け ること の で きる 者は ，交付 の内 定を 受け た研究 代表

者等と する 。  

（立替 によ り支 払い ができ る 経 費）  

第５条  研 究代 表者 等が立 替を 受け るこ とので きる のは ，当 該研究 を遂

行する 上で ，計 画当 初から 必要 とな る旅 費・設 備費 等で 補助 金等の 交

付前に 支払 いを 必要 とする もの に限 る。  

（立替 を受 ける こと のでき る期 間 ）  

第６条  研 究代 表者 等が立 替を 受け るこ とので きる 期間 は ， 交付の 内定

を受け たと き（ 科学 研究費 補助 金等 の継 続分に つい ては ，当 該年度 の



４月１ 日） から 交付 決定に 基づ き 補 助金 等を受 領す る日 の前 日まで と

する。  

（立替 の承 認）  

第７条  研 究費 補助 金等交 付機 関か ら研 究機関 代表 者 へ の研 究費補 助金

等の交 付内 定通 知を もって ，交 付内 定額 分の立 替を 学長 が包 括して 承

認する 。  

 （ 立 替依 頼届 ）  

第８条  立 替を 受け ようと する 研究 代表 者等は ，研 究費 補助 金等立 替依

頼届（ 別紙 様式 ）を 所属す る部 局長 を 経 て，下 記に 掲げ る時 期まで に

学長へ 提出 する もの とする 。  

（ 1） 継続分 とし て 当該年 度 の 内約 を受 けた研 究代 表者 等  

                 前 年度の ３月 末日 まで  

（ 2） 新規に 交付 の 内定を 受け た 研 究代 表者等  

                 交 付内定 通知 受領 後 速 やかに  

（ 3）他の 研究機 関 から新 たに 本学 へ 所 属する こと とな った 研究代 表者 等  

                   採 用 後速 やか に  

（立替 金の 経理 に関 する事 務の 取扱 い ）  

第９条  立 替金 に関 する経 理事 務は ，国 立大学 法人 東京 学芸 大学会 計規

程（平 成 16 年 規 程 第 43 号 ）及 びこ れ に基づ く規 則 ， 要項 等の定 める

ところ によ る。  

２  当 該研 究費 補助 金等の 経理 事務 の 責 任者（ 次項 にお いて 「事務 責任

者」と いう 。） は ， 立替の 承認 を受 けた 金額の 範囲 内で 事務 を処理 す

るもの とす る。  

（立替 金の 精算 等）  

第１０ 条  研究 代表 者等は ，立 替に 係る 研究費 補助 金等 の交 付を受 けた

ときは ，直 ちに 立替 金の精 算を 行わ なけ ればな らな い。  

２  研 究費 補助 金等 の交付 前に 本学 が支 払った 立替 金に つい て ，当 該研

究費補 助金 等が 交付 されな かっ た場 合は ，研究 代表 者等 とし て申請 し

た者は ，本 学に その 金額を 補填 しな けれ ばなら ない 。  

（受託 研究 契約 等へ の準用 ）  

第１１ 条  この 要項 は，国 ，地 方公 共団 体，独 立行 政法 人， その他 公法

人との 委託 事業 に係 る受託 研究 契約 及び 本学に 交付 され る補 助金 （ 機

関補助 ）等 ，立 替が 必要で ある と認 めら れる場 合に 準用 する 。  

 （ 要 項の 改廃 ）  

第１２ 条  この 要項 の改廃 は， 役員 会の 議を経 て学 長が 定め る。  

（その 他）  

第１３ 条  この 要項 に定め るも のの ほか ，研究 費補 助金 等の 交付前 使用

に係る 立替 に関 し必 要な事 項は ，学 長が 別に定 める 。  

 

附  則  

この要 項は ，平 成 23 年 3 月 17 日 か ら 施行す る。  

 

http://hg.kuas.kagoshima-u.ac.jp/reiki_int/reiki_honbun/x8900582001.html#y1
http://hg.kuas.kagoshima-u.ac.jp/reiki_int/reiki_honbun/x8900082001.html#top
http://hg.kuas.kagoshima-u.ac.jp/reiki_int/reiki_honbun/x8900082001.html#top


別紙様式 

 

平成  年  月  日 

                             

研 究 費 補 助 金 等 立 替 依 頼 届 

 

 

東京学芸大学長 殿 

 

                 研究代表者等 

                 （職・氏名）             印 

 

平成  年度補助金（                    ）の 

交付前使用について 

 

 標記補助金に係る平成（  ）年度交付前使用については，国立大学法人東京学芸

大学にて立替払いをしていただくよう届け出します。 

 また，立替に係る研究費補助金等の交付を受けたときは，直ちに精算（交付額から

立替財源へ資金を移動）することに同意します。 

 なお，万一研究費補助金等の交付が取り消された場合は，私が一切の責任を負うこ

とを申し添えます。 

 

記 

 

１ 研究費補助金等の名称 

 

 

２ 課題番号（※科学研究費補助金の場合） 

 

３ 交付内定額           円 

（※ 申請者が研究分担者の場合は，必ず研究代表者に配分予定額を確認して記入し

てください。） 

 

４ 研究費補助金等の交付前に使用を必要とする理由 

 

 

５ 立替依頼予定金額            円 

 

６ 立替期間  平成  年  月  日から交付決定額を受領した日の前日まで 

 


